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Ⅰ　はじめに
　フランスの大規模流通企業は，持続的成長を指向し，就中企業経営において
企業の社会的責任をその中核に位置づけている。企業の社会的責任は，その領
域範囲が広大であるのみならず多岐におよぶのである（1）。
　このような社会的責任をステイクホルダーという視角から眺めると，内的
ステイクホルダーおよび外的ステイクホルダー（2）と企業との交換に置換されう
る。そこにはこのような主体と経済環境，社会環境，技術環境，自然環境，競
争環境等の客体との相互作用も考慮に入れる必要があろう。
　しかし以上のような一般論から離れて，フランスの大規模流通企業による社
会的責任行動を分析することがここでの目的である。したがって，フランスの
大規模流通企業が執行する社会的責任行動は，それに固有のマーケティング行
動と一貫していなければならない。また，社会的責任行動は，マーケティング
行動の部分集合でもある。したがって，フランスの大規模流通企業が遂行する
（1）　河野三郎『持続的成長への挑戦――仏カルフール社の試み――』富山大学経済学部，
Working Paper No.265, 2012年２月。
（2）　Shaun M. Powell, “The Nexus between Ethical Corporate Marketing, Ethical Corpo-
rate Identity and Corporate Social Responsibility : An Internal Organisational Perspec-
tive”, European Journal of Marketing, Vol.45, No.9/10, 2011, pp.1370~1371.
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社会的責任行動は，そのマーケティング行動から派生する固有の戦略行動とし
て認識することが不可欠である。この場合，流通企業のマーケティング行動は，
社会的責任行動の思慮深くかつ有意義な立案策定・実施および評価を行なう必
要がある（3）。
　しかしながら，本論ではそれらの作業を行なわない。なぜなら，本論で使用
する資料およびデータではそれを実施することが不可能であるからだ。そこで
本論は，フランスの大規模流通企業がそのマーケティング行動において現在
最大限に重視する銘柄戦略，すなわち流通業者銘柄（marque de distributeur 
以下では，MDDと表記する）に関する行動を中心に論じたい。
　フランスの大規模流通企業によるMDDの萌芽は，19 世紀末におけるパリ
の百貨店に見られる。流通費用の削減を主眼においた行動として，後方向的垂
直統合を実施し，その結果として一部の商品に関してMDDの開発に達してい
た（4）。このようにMDDの開発は長い歴史を経ているが，本論は第二次大戦後
にフランスで生成した大規模流通企業――ハイパーマーケット，スーパーマー
ケット等――によるMDD戦略を中心に論じたい。また，MDD戦略は，通常
MDDからバイオMDDへと変遷するが，これは企業の社会的責任行動と表裏
一体をなすものである。この点を踏まえつつ，フランスの大規模流通企業の社
会的責任行動を明らかにしたい。
Ⅱ　通常MDD
　何故に通常MDDは発生するのであろうか。それは，製造企業と流通企業の
パワー・バランスが変化することに求められる。製造企業が流通経路において
（3）　Diogo Hildebrand, Sankar Sen and C.B.Bhattacharya, “Corporate Social Respon-
sibility : A Corporate Marketing Perspective”, European Journal of Marketing, Vol.45, 
No.9/10, 2011, pp.1359~1360.
（4）　Georges Michel, 《Une évolution économique : le commerce en grands magasins》, 
Revue des deux mondes, Tome ClX, 1 juillet 1892, pp.148~149.
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圧倒的なパワーを持ちかつ維持する場合，製造企業銘柄は川下まで侵透し，そ
の優位性を前面に押し出すであろう。
　しかし，大規模流通企業が規模の経済や範囲の経済を実現するに至ると，製
造企業と流通企業のパワー・バランスは流通企業にシフトする。ヨリ正確に言
えば，垂直的流通構造の各段階における競争の強度が，製造企業と流通企業の
パワー・バランスの基本的要素となるのである（5）。換言すると，卸売企業が卸
売段階で製造企業よりも圧倒的に優位であれば，卸売銘柄が生じるであろう。
また，小売企業が小売段階で製造企業よりも競争上優位であり，製造企業の銘
柄が小売市場で飽和状態に達しているときに，MDDが発生しやすい。
　では，何故に大規模流通企業はMDDを販売しようとするのであろうか。そ
の主な理由はMDDを販売して得られる粗利益が製造企業の全国銘柄の販売を
介して得られるそれよりも多いからである。このことから，MDDの純効果は
全体として流通経路の成果を改善することにある。MDDは，小売企業が流通
経路からヨリ多額の利益を得る手段にすぎないわけではない。製造企業の競合
している全国銘柄を取り扱うことにより，小売企業は利益をヨリ多く実現する
ことを可能にするのである（6）。すなわち，MDDと製造企業の全国銘柄を価格
および品質の側面で比較することから，MDDの優位性を消費者に印象づける
ことが重要である。結果として，MDDの普及は消費者に最終的に利益をもた
らすことに達する。
　以上の議論を考慮しつつ，フランスの大規模流通企業により展開される
MDD，就中通常MDDの現状を以下で分析しよう。
（5）　Marie-Laure Allain,“The Balance of Power between Producers and Retailers : 
A Differentiation Model”, Recherches Économiques de Louvain, Vol.68, No.3, 2002, 
pp.359~370.
（6）　David E. Mills, “Why Retailers Sell Private Labels”, Journal of Economics & 
Management Strategy, Vol.4, No.3, Fall 1995, pp.509~528.
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２－１　MDDと製造企業の全国銘柄の競争関係
　フランスの菓子製造企業のリュ（Lu）の詰物入りのおやつの銘柄であるプ
リンスは，その市場占有率が初めて前年を下まわった。それは，量販店やハー
ドディスカウンターでMDDが圧倒的に力を示し，一流の製造企業の銘柄がほ
とんど存在しない状態になったからだ。2007 年度のプリンスの市場占有率が
40.3 パーセントであったのに対して，MDDは 39 パーセントであった。何故
にこの状況は生じたのであろうか。それは，MDDの基本戦略軸が価格にあっ
たという点にある（7）。
　MDDはテレビコマーシャルを積極的に活用し，自社銘柄で販売額の過半数
を実現する状況になった。これに対して，全国銘柄製造企業はこの競争圧力か
ら逃れることを志向したが，販売促進，品質・価格関係，イノベーション，コ
ミュニケーション等のどのMDD対抗策も決定的ではなかった。MDDは価格
競争力はあるが，いくつかの商品の競争相手はMDDである場合もありうる。
MDDに対抗する全国銘柄のリーダーは，消費者の個人差に注目する必要があ
ると言える。MDD対抗策は，MDDに戦いをしかけることではない。ペプシコ・
フランスの担当者は『リーダーとしての我々の役割は，市場を拡大して成長さ
せることである。各社がその役割を遂行し，リーダーとしての銘柄は広告，新
製品，ダイレクト・マーケティングを実施しつつあれば，MDDは適切な品質・
価格関係を演じ，そのことが市場を良き方向に導く』（8）と，言明する。市場の
拡大こそが問題解決を促し，業界全体を活性化するというものである。
　MDDとの戦いがどうあれ，全国銘柄製造企業は，価格を引き下げたり，ヨ
リ積極的に販売促進手段を連動させつつ，2006 年度のデュトレイユ法の可決
に賭けた。その目的は，対抗者の市場領域に進出することであった。具体的に
52 銘柄は，高品質を流通させながらアクセスしうることを消費者に提示する
（7）　Isabelle Doiseau,《Ces marques qui résistent aux MDD》, Points de Vente, nº 999, 2 
avril 2007, p.51.
（8）　Ibid.
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必要がある。すなわち，これらの銘柄は市場評価を受けることが不可欠となる。
その結果，これらの銘柄はまず節約パックを商業化し，販売額の 15 パーセン
トから 19 パーセントまで販売促進率を上昇させた。このようにして，MDD
の市場占有率のみならず販売額も減少させることに成功し，全国銘柄が状況を
改善させた。
　しかしながら，全国銘柄の状況は依然として厳しい。ビスケット市場の例を
取り上げよう。
　テレビコマーシャルを中心に販売促進を展開していたプリンスは販売促進比
率を 14 パーセントから 18 パーセントまで 2006 年に上昇させて，MDDに対
する遅れを取り戻そうとした。ハイパーマーケットとスーパーマーケットのお
やつのMDDは 1.9 パーセントしか増加しなかったが，市場全体は 4.5 パーセ
ント拡大した。市場セグメントは販売量も価格でも後退した。ビスケット市場
全体では，MDDの比重は拡大しつづけ，流通企業はヨリ高い収入を得ようと
試行しはじめた。基礎的参照商品を伴なう市場の重要なセグメントにおいて，
販売促進活動は結果を出し，新規顧客の忠誠を獲得することに成功した。この
ことは，商品の在庫が困難な条件下で実施された。このような活動の原動力は
制限されておらず，販売促進を続行中の全国銘柄とMDDの間で，消費者は先
ずプレミアム商品を選択する。なぜなら，極めて重大な価格差が存在しなけれ
ば，それは品質が良いと判断されるからである。全国銘柄の場合，品質は前提
条件である。MDDはこの点で全体的に革命を起こした。MDDの市場占有率
を減少させるために，プリンスは先ず品質をヨリ向上させねばならない。リュ
は，プリンスの一定の品質を保証するために多大な努力を投入した（9）。
　リュはビスケット全体で商品を節約し，消費者と価格の側面に利益をもたら
した。このことは，2004 年以降，リュが製品価値を高めるために大規模投資
を実施した結果なのである。このようにして，プリンスは砂糖不使用のカロリー
（9）　Ibid., pp.52~53.
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オフ商品を発明したが，これはダノンの研究所の専門家によるものである。こ
のリードを維持するためにポイントカードを導入した。しかし，リュのビスケッ
トは相変わらずピムスからプチ・エコリエルにいたるまで模倣されてきた。こ
の商品のカテゴリーは，MDDが極めて多数存在するそれである。
　この事態に対応して，リュは裁判所に訴えることを検討し，模倣者に対して
ヨリ閉鎖的態度をとるようになった。リユはペル・ドールに関して自然に反抗
した。たとえば，リュの所有する生産技術は現在に至るまで再生することが困
難で，不可能な状態である。別の一流銘柄は，規則的に差異を内包する商品を
市場に投入し続けている。これはマクケインの製品政策である。オーシャンと
カジノが差異のない冷凍食品売場から全国銘柄を引きあげる決定を執行したと
き，カナダの冷凍フライドポテトの製造企業は市場の開拓者の役割を付与され
た。すなわち，この製造企業は不満足な消費者欲求を探ろうとしたのだった。
マクケインは，パッケージを含めて，フライドポテトをヨリ多く得るために，
一つ一つ間隔をつけてフライドポテトに習って市場を開拓した。その結果，そ
の銘柄は市場よりも早く拡大した。ヨリ古い商品に関して，揚げ鍋で火を通す
ようにしたフライドポテトのように，その銘柄は改良を重ねた。２年間で，包
装が変わり，品質保証ラベルがジャガイモと油に導入された。そして，2006
年度にフライドポテト市場の拡大は利益を生み，MDDは市場で 0.6 パーセン
ト減少した。販売額で回復した市場占有率はヨリ重要ではあるが，ジャガイモ
の不作で価格を上昇させねばならなかった（10）。
　その戦略は売場よりも効率的だった。なぜなら，技術格差は，冷たいフルー
ツジュースのように消費者にヨリ容易に知覚されるからだ。ペプシコのトロピ
カーナは，香味，レーズン，カシスおよびクランベリーにより変化しやすく，
酸化防止剤のエスンティエルのもとで商業化された。その際，売場は販売額の
過半数を越えるトロピカーナの市場になっていた。MDDが２年前から継続し
（10）　Ibid., pp.53~54.
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て増加しても，この状況は変化しなかった。ビール製造企業がMDDの生産を
抑制することが可能だったのは，正確な情報を前提とした市場細分化によるも
のであった（11）。
　飲料とは逆に，MDDは長期間にわたり包装の主要な使用者だ。いずれにせ
よ，アルバルやアンディ・バッグという銘柄を保有するコフレスコはそれを続
行していた。MDDにより支配されるザック市場でも，付加価値の場が存在す
る。2003年度において，MDDの付加価値市場部分は71.1パーセントだったが，
2006 年度は 69.9 パーセントだった。MDDは同時期に販売額が少しづつ減少
しはじめた。このような状況において，マーケティング・チームは，短期販売
ではなく銘柄価値に基づいたインセンティブを理解することが不可欠だ。銘柄
力に関して認識を深化させ，銘柄戦略を事態に応じて再構築することが希求さ
れるのである。すなわち，製造企業が銘柄の戦略上のポジショニングと一貫し
ていない製品投入を実施する場合には，MDDが増大する可能性が高い（12）。
　MDDの売場への参入を阻止することは，いずれにしても困難である。チュー
インガムの場合，いくつかの要素から結果を出した。技術的困難は事実である
が，高い参入代償，実行されるイノベーション速度および相当な広告予算と
いった要素を組合せて，MDDに対する対策を構じた。カドブリ，ウラグレイ
およびプルファティ・バン・マル等の製造企業が全体的に相当な販売部隊を投
入したのは，このような売場なのである。これは，流通企業にとりヨリ利益の
生じるものの一つであるが，MDD対策の最良の抑止策でもある。ある期間に
MDDの参入に対抗した全国銘柄は，妥当な行動を執った。すなわち，第１の
行動は適切な利益を維持しつつ流通企業を責めたてないこと，第２は販売価格
に消費者を向けさせることである。こうした対策により，プロクターはオシメ
市場で営業利益と商品回転率を保証する価格・品質の適切な均衡を探索するこ
とに成功した。一方で，チョコレート・バーのMDDは急速に成長しなかった
（11）　Ibid., p.54.
（12）　Ibid., pp.54~55.
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が，利益を得ている製造企業を存続させている。マルは価格・品質の適切な関
係に従う。すなわち，価格は優良品質商品を危険にさらせないためにそれほど
高く設定していなかったが，広告等のコミュニケーションに多額の投資を実施
した。マルは価格を軸に，商品の差別化に重点を置く戦略を執っている（13）。
　リュの場合，全国銘柄とMDDの消費者に受容される価格差は約 30 パーセ
ントであると判断する。ただし，それはケースごとに見直されている。考慮さ
れるべきことは，価格の方程式である。プリンスの価格を押し下げないために
は，十分に強い価値が不可欠なのだ。しかし，ペピトのそれは１ユーロ以下に
押し下げられた。アルワイはあらゆる商品参入に対して価格戦争を採択し，一
方ではアルワイ・ウルトラを開発しつつ，高級化粧品をヨリ高価格に設定した。
同じ商品であったとしても，MDDを阻止するためには２つの方法を採用する
ことが可能である。１つの方法は高額商品で防衛することであり，もう１つは
競争的であるために費用を下げつつ市場の中核を維持することである（14）。
　ところで販売促進手段の広告に関してみると，マクケンはフライドポテトの
成熟セグメントに広告を打つのを全体的に止めた。しかし，おやつ用のフライ
ドポテトの新規顧客の獲得手段として広告を打っている。すなわち，ヨリ実践
的にクッキングのモードの優位性を説明するために再投資を実施することで，
新規需要を喚起しようとしているのである。その結果，150 万に達する新規
家計需要を掘り起こし，MDDの市場占有率は下がった。しかし，広告自体は
万全な手段ではない。例えば，10 パーセントの広告予算を増加したとしても，
媒体効率の損失を考慮すると，MDDを阻止する手段とはなりえないのだ。
　このような状況を反映して先ず検討すべきことは，広告媒体ミックスをいか
に最適且つ効率的に構築しうるかである。フランスでは近年までテレビコマー
シャルが認可されていなかった。そこでフランス人が最も信頼をおく媒体は，
ラジオである。電子媒体の急速な発展がフランス社会を漸次的に変えつつある
（13）　Ibid., pp.55~56.
（14）　Ibid., p.56.
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が，インターネットにたいする信頼度はまだ低いのが現状である（15）。インター
ネットへの投資は大規模流通企業においても顕著である。しかし，既存媒体と
新規媒体をいかに構成するかという問題に，大規模流通企業が対峙する状況が
続いているのである。さらに，品揃え，陳列，人的販売，試供品の提供，口コ
ミ等の伝統的販売促進活動と広告媒体ミックスをどのように連動させうるか，
またトータル・マーケティング活動の一環としてどのように行動すべきかを，
企業責任者は考慮せざるをえないのである。例えば，トロピカーナは，インター
ネットのプラットホームに重点投資するためにニュースレターの会員やクラブ
会員向けの郵便物の広告予算を削減した。この行為は，ソーシャルネットワー
クとしての機能を拡柔しつつあるインターネットを顧客関係管理の手段として
重視する姿勢を明確に示したと言えるのであろう（16）。
　以上のような戦略の転換は，テレビコマーシャルやインターネットへの広告
予算の増加により加速されうるであろうし，二流銘柄は厳しい状況に対峙せざ
るをえない事態になる可能性がある。基本的に，一流銘柄と二流MDDは流通
企業のポイントカードから銘柄忠誠を生み出している。この販売促進により，
料理用アルミホイルのMDDは市場の 75 パーセントを維持している一方，ア
ルバルはこの分野の唯一の製造企業であるゆえにMDDに十分に対抗しうる能
力を保持する。この場合に重要なことは，マーケティング費用が市場の個々の
行為者間で細分割されるほど，ますます二流MDD，すなわち通常MDDが市
場に増加する傾向が強まるのである。フルーツジュースの例がこれに相当す
る（17）。
　このように，一流銘柄は通常MDDとの対抗活動に終止符を打つことができ
ないのが現状である。
（15）　Sylvie Lavabre,《Les e-commerçants confiants mais stressés》, Libre Service 
Actuailtés, nº 22 33, 14 juin2012, pp.10~14.
（16）　Doiseau, op. cit., pp.56~57.
（17）　Ibid., p.57.
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２－２　製造企業と通常MDDの協調関係
　全国銘柄とMDDを巡る関係は，必ずしも対抗あるいは敵対的行為のみでは
なく，協調的関係を構築する場合も存在しうる。以下においてその事例として，
カルフールを取り上げよう。
　カルフールは 1976 年に「自由商品」（produits  libres）を市場に投入した。
これは企業の存在を明確に指示しておらず，またパッケージを簡単にしたとこ
ろに特徴がある。この場合，低価格を提示する生活必需品が問題となった。こ
のことは，生活信条が質素な生活に対する対策であったコンシューマリズムの
イデオロギーに組込まれていた。これらの製品が開発された時，その意図は，
それに伴なう無駄を削除しながら，製品の基本や利用価値および機能的価値に
回帰することであった。大規模流通企業が長期間にわたり検討してきたことは，
消費者の主な関心が安物商品の探索にあるということであった。大規模流通企
業は，プレミアム価格商品に近いMDDの特殊形態の出現を促進したこの基準
に基づきMDDの開発を補強してきたのであった（18）。
　しかし，大規模流通企業は，存在する消費規模を認識しつつこのイデオロギー
に距離をおくようになった。この思考において，商品は内在的特徴に帰するこ
とは不可能であり，消費は簡単に崩壊するものと考えられないのである。こう
した消費行動の変化を解明するには，いくつかの説明が必要だ。まず第１に考
えられることは，開放されかつ変化しやすい市場の変動に依拠する点である。
消費者は，インターネットの急速な発展により以前よりも多種多様な製品にア
クセスしうるようになった。さらに，消費者は購入製品の欠陥等を主張したり，
場合によっては製品購入をヨリ迅速に別のそれに変更したりする。このように
消費者が以前にもまして動的標的として市場で活動を行っているのである。
　こうした変化に対して，大規模流通企業は万全の対策を執行してきた。こ
のようにして市場に新規に導入されたMDDの世代は，カルフールの「自由
（18）　Karim Messeghem,《Les distributeurs en quête de légitimité : Le cas des accords de 
coopération avec les PME》, Décisions Marketing, nº 39, juillet-september 2005, pp.61~62.
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商品」から極めて乖離しているのである。大規模流通企業は，旅行，金融，
保険等のサービス活動のような新領域を網羅しつつ，さらにハイテク製品や
高付加価値製品を提供しつつ，自社銘柄の拡張を実施したのであった。換言
すると，MDDはフランスにおいて製品の多様性，保証およびイノベーション
により新規の消費者需要に対応しようと試行する新世代の銘柄によって，顕
著な成長を達成すると共に社会に受容されたのである。こうしたMDDの一
種であるカルフールの「フランスの反映」（Reﬂets de France）を製造したのは，
中小企業であった。
　「フランスの反映」は 1996 年にプロモデスにより市場に投入され，合併時に
カルフールに取得された。その目的は，容易に区別しうる横断的種類を顧客
に提供することであった。地域に所在する中小製造企業が製造する約 300 種
のMDDが存在する。「フランスの反映」は３つの視角から理解されうる。第
１の視角は同形模倣（Isomorphisme mimétique）である。これはカルフール
の品質過程に対する反応と理解された。プロモデスもカルフールに本物への回
帰を示す製品の印を消費者に提示することを期待した。第２の視角は同形規範
（Isomorphisme normatif）である。強い不安で特徴づけられる文脈において，
流通企業は消費者に食品の安全性や製品の原産地に関して保証を付与した。こ
れらの対応は，専門組織での熟考から利益を産み出すことになった。第３の視
角は同形強制（Isomorphisme coercitif）である。これは当局と消費者による
流通企業のイメージを改善する手段のようである（19）。
　「フランスの反映」は正真正銘の銘柄である。MDDは利益の多い販売額を
示しうるという概念が再度問題となった。銘柄主任や銘柄委員会の使命は，利
益を発生させる普遍的特性を考慮することを可能にした。銘柄委員会は銘柄開
発に必要な全権限を掌握する。その基本目的は供給企業の銘柄にたいする愛着
感を創造することであった。銘柄主任は「フランスの反映」クラブを立ち上
（19）　Ibid., p.63.
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げ，供給企業の約半数を集合した。この管理者クラブは，品質，輸出，コミュ
ニケーション，消費者行動の領域で情報交換を促進することを主眼におくので
ある（20）。
　ところで，「フランスの反映」を提案する流通企業には大きな相違が存在する。
いくつかの製品は市場に深く浸透しているが，他の製品は市場の機会から利益
を得ることができた。このような多様性は供給企業の選択方法に関連する。こ
の場合，市場全体に存在するのに十分な生産能力を自由に使用可能なのは，特
に中規模企業である。「フランスの反映」は急速に成功し，その販売額は４年
間で2500万ユーロから１億5000万ユーロまで増加した。この銘柄は，スーパー
マーケットの食品販売額の約２パーセントを占め，ハイパーマーケットのそれ
の約 1.5 パーセントから 1.8 パーセントを獲得した。しかし，これらの銘柄販
売はテーマ別MDD全体で減少を経験した。
　「フランスの反映」の協調関係の成功は，関係期間により測定される。この
契約関係は多様でないとしても，また取引交渉の局面が協調関係の段階の一部
分でないとしても，関係崩壊は観察されなかった。すなわち，「フランスの反映」
を販売中止とした企業は，供給企業の約５パーセントにすぎない。この原因は
大規模集団による吸収，品質悪化，別の開発方法を重視する企業の意思決定を
掲げることができよう。ここにおいて，本質と製品の大幅な普及を維持する生
産間で流通企業と供給企業の均衡を発見することが問題となっている。「フラ
ンスの反映」はこれの成功例として認識されるべきである（21）。
　大規模流通企業と中小製造企業の協調関係が成功するには，双方の受容しう
る条件が存在しなければならない。
　先ず大規模流通企業にとり受容しうると共に必要不可欠な条件を掲げると，
以下の条件が考えられよう。第一は，中小製造企業との緊密さを維持するうえ
で地域の参照製品を常時取り揃えておくことである。第二は，中小製造企業の
（20）　Ibid.
（21）　Ibid., p.65.
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交渉相手を採用することである。第三は，自社銘柄あるいはMDDの開発機会
を実現するために市場収益を確保することである。第四は，中小製造企業を新
製造手段や方法を採用するように促すことである。第五は，契約期間もしくは
販売額を保証することである。
　一方で，中小製造企業が大規模流通企業と良好な協調関係を維持・発展させ
うるには以下の条件を満たすことが不可欠である。第一の条件はMDDにより
提案力が存在することであり，具体的にはMDDにイノベーションを付与する
ことである。第二は，流通企業と同一段階に存在するために情報システムを絶
えず変更することである。第三は，製造システムの信頼性と柔軟性の強化であ
る。第五は，供給企業と流通企業間の共同行動に投資を実施することである。
　以上のような諸条件を双方が受容し遂行することにより，長期間にわたり良
好な協調関係を構築しうるのである。市場に存在する中小製造企業に彼らの
製品を発見させる可能性を提供する「フランスの反映」は，叙述された条件
を如実に説明していると言えよう。ただ，カルフールでみられる「価格一番」
（numéros 1 des prix）銘柄の市場投入は，高品質のMDDの永続性を損なう
結果を導くかもしれないのである。
Ⅲ　バイオMDD
　通常MDDの開発・販売が軌道に乗り始めた頃に発生したのが，フランス社
会全体に衝撃を与えた狂牛病であった。それまでにも 1970 年代のホルモン剤
を投与した子牛や鶏および 1980 年代の食品添加物と同化促進剤を投与された
牛肉等の問題が，社会の関心を集めた。この事態に対処するために流通企業が
執行した方策は，MDDから派生した食品チェーン店銘柄の開発・導入であっ
た。公的・民間保証基準の設定，品質保証マークの商品への添付，食品への統
一銘柄の導入と店舗への統一ロゴタイプの設置，および食品原産地の製造企業
との生活必需供給の安定的供給を目的とした長期契約の締結等により，消費者
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に販売製品の品質を明確に認識させることに成功した（22）。
　しかし，狂牛病の後に新たな食品の安全性を脅かす危機が発現した。それが，
バクテリアと微小体によるものである。バクテリア対策と微小体対策を食品の
安全性の維持のために執行する必要がある。ここで留意すべき事は，実質的な
食品の安全性の水準と消費者の知覚する危険性との間に大きな差が存在する点
である（23）。
　この危機に対処するために，消費者と大規模流通企業は個々に行動を起こし
た。消費者は，単なる食品の安全性のみならず健康や食品の保存・消費方法に
も関心を向ける傾向を強めた。消費者のこのような行動を受けて，大規模流通
企業は通常MDDから新たなMDD，即ちバイオMDDを市場に投入すること
を意思決定したのであった。大規模流通企業によるバイオMDDの開発・導入
は，マーケティング行動の一環としての社会的責任行動である。このコンセプ
トは，フランスの大規模流通企業において常時一貫したそれである。これを前
提として，以下でまず大規模流通企業によるバイオMDDを扱い，次に事例研
究としてオーシャンの取り組みを提示しよう。
３－１　バイオMDDの現状
　バイオ製品は，専門店売場でニッチセグメントであるが，大規模流通企業の
全売場に導入されている。この食品市場はフランスにおいて２パーセントを占
めるにすぎないものの，花形市場になっている。マスコミュニケーションが伝
達するバイオ製品のイメージと現実の市場状況には，不均衡が存在する。バイ
オ製品市場は他のそれと明らかに異なる。すなわち，バイオ製品は多数のエコ
ロジストにそのイデオロギーと価値観を伝達するからである。
（22）　河野三郎「フランスにおける大規模流通企業の新戦略」『富山大学経済学部富大経済論
集』第52巻第２号，2006年11月，197 ～ 213ページ。
（23）　Catherine Batteux, 《Sécurité alimentaire : de la bactérie à la molécule》, Points de 
Vente, nº 1116, 4 juin 2012, p.38.
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　バイオ製品を生産するバイオ農業は，その展開にのぞましい政策を介して，
2007年に表舞台に登場した。だが，バイオ農業の農地はフランス全体の3.5パー
セントにすぎず，利用可能農地の 20 パーセントの目標に達していない（24）。
　ノール・パ・ド・カレー県のバイオ農業者は，バイオ農業の生産力に期待す
るが，不十分な政治的かつ不毛な議論に失望する。明確な政治的メッセージが
存在すれば，資金調達はヨリ容易になると予測される。この市場セグメントは，
40 億ユーロを越え，同時に消費者に環境側面の尊重に関して良好なイメージ
を形成している。しかし，バイオ製品購入の主な障害になっている要因は高価
格である。それは通常製品よりも 30 パーセントから 40 パーセントも高く設定
されている。
　この状況において，消費者の接近がヨリ容易で，バイオ製品の大衆化に顕著
に貢献し，販売の先頭に立つのが，大規模流通企業である。切札としてのバイ
オMDDは成功し，成長過程にある。現状において，バイオMDDはロスリー
ダーとして販売促進に使用されている。バイオ農業生産は，収益面で制約があ
るにもかかわらず，バイオMDDの低い位置付けとそれの大量商業化という波
に対峙するのである。バイオ農地が 10 年で２倍に増加すると仮定したとして
も，それは有効農地の 3.5 パーセントにすぎない。したがって，バイオ農業の
黄金の道はありえない。バイオ農産物価格が極めて魅力的であるにもかかわら
ず，それへの転換は多くない。人手不足や手段不合がそれを妨げる。さらに，
バイオ農業に巨額投資が必要であり，明確な成果のでる物財の購入ができない
状況がある。例えば，地域で加工企業を見い出せないことから，バイオ農業は
ビートを加工するのに大きい制約をうけている。加工企業が地域に多数存在す
れば，バイオ農業は規模の経済を実現し，技術的ソリューションの優位性を展
開しうるであろう（25）。
　バイオ農業への転換が進まないのは，他にも重大な理由が存在する。それは
（24）　Cécile Buffard,《Le grand bluff ?》, Points de Vente, nº 1116, 4 juin 2012, p.29.
（25）　Ibid., pp.31~32.
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バイオ農業への転換手続の問題である。2010 年末，農業法人は 20,604 であり，
2008 年比で 55 パーセント，2009 年比で 25 パーセントの増加だ。バイオ農業
者は 23,100 であるが，2010 年比で２パーセントの上昇にすぎない。転換手続
き過程により，転換増加率は同じではないのだ。例えば，ブドウ栽培，牛乳，
野菜および果実は転換により極めて活発に事業を遂行しており，肉も同様の傾
向をもつ。多数の農業者が同じくバイオ農業への転換からの恩恵を認識する。
ワインの手続き過程はこの理由から極めて重要なのだ（26）。
　しかし，転換は手続き過程が異なるゆえに容易ではない。例えば，野菜栽
培はヨリ複雑な経営システムを維持するために，進展が遅い。農業者を転換
へ促すために，補助金が導入される。ラクタリは，数年前から農業者にたい
して転換補助金として牛乳 1000 リットル収集に 30 ユーロを助成している。
他方，研究所により，年間転換援助（2011 ～ 2012 年間，3500 万ユーロ），維
持費援助（5000 万ユーロ），バイオ税額控除が保証され，協調協定が協同組合，
加工企業，流通企業間で締結されている。ビオレは，システム Uとビオコー
プと共に活動し，牛乳 1000 リットルにつき 30 ユーロの補助金はこれらの流
通企業が購入する牛乳量に向けられる。ただ，通常の牛乳価格が上昇すると，
その上昇傾向が農業者をバイオ転換手続きに志向しない状況を発生させてい
る。そこで，研究所，生協および関係者が，彼らにこうした転換の利益を説
明するために教育を開始した。そのために，バイオ製品を扱う販路と流通企
業を見い出すことが必要となる（27）。
　このようにして，業界と政府は次第に全体的な措置を執るようになり，また
それを拡大させてきた。そして，適正かつ持続的関連産業を育成し，農業者に
規模の経済と範囲の経済を実現させ，転換を促進させねばならないのである。
　さて，バイオMDDの主要販路となる大規模流通企業のマーケティング行動
（26）　Camille Harel, 《La ﬁlière bio en mal de convertis》, Libre Service Actualités, nº 2228, 
17 mai 2012, p.32.
（27）　Ibid., p.34.
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の現状を眺めてみよう。
　食品バイオMDD市場の規模は，フランスにおいて 2010 年度に 34 億ユーロ
であったが，2011 年度に約 37 億ユーロに近接する。毎年の伸び率は約 10 パー
セントに達する。しかし，バイオMDDは食品販売額の 2.6 パーセントを占め
るにすぎない。それは現時点でニッチ市場だ。したがって，市場は 2015 年度
に年当り５パーセントの成長を達成し，限界に達するという予測も存在する。
また，バイオMDDの局面が急変しつつあることも事実である（28）。
　総合大規模流通企業は既に食品バイオMDDの販売比率を 47 パーセントに
まで引き上げている。現状を眺めると，それの市場占有率は，2005年度に38パー
セントあったが，2011 年度は 36 パーセントにまで下がり，今後さらに減少す
るであろう。
　このようにバイオMDDを駆使して成長を追求する大規模流通企業の他に，
厳しい生活も強いられる独立小売企業の存在がある。しかし，明確な変化の兆
しがある。経済危機や競争の文脈において，各独立小売企業は販売額を増加さ
せ，ロジスティック・フローを改善し，その製品を強化しようと努めねばなら
ない。これらは存続の必要不可欠の条件であると共に，再生の基本なのだ。す
べての行為者の戦略が洗練される市場において，掲示されるメッセージの明
瞭性が極めて重要になっている。ハイパーマーケットはバイオMDDを利益を
生み出す適切な手段のみならず消費者欲求を充足する手段として捉え，バイオ
MDDの供給物を１ユーロに維持しつつ，新規顧客を誘因するために低価格帯
を採用するのである。ここで注意すべきことは，「誤ったバイオ」の状態に陥
らないようにすることである。
　総合大規模流通企業がバイオMDDを低価格帯に位置づけるのは，それの価
格が依然として高水準にとどまっているからである。消費者の 77 パーセント
がバイオMDDを再購入しない主な理由は，バイオ製品の価格がバイオMDD
（28）　Jean-Noël Caussil,《Le bio redescend sur terre》, Libre Service Actualités, nº 2228, 17 
mai 2012, p.27.
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の開発により下がる（29），と予測していることにある。さらに，消費者調査によ
ると，調査対象となった消費者の 61 パーセントがバイオ関連製品を購入する
意図はない，と回答している（30）。総合大規模流通企業が低価格を設定したとし
ても，消費者は高価格と判断する傾向が強い。
　しかし，総合大規模流通企業を悩ませるのは，低価格への価格スパイラルだ。
既に指摘したように，消費者の買控えが強まる中，流通企業はバイオMDDの
割引きを導入して販売額を伸長させようとする行動を執る。バイオMDDの導
入に際して総合大規模流通企業が遂行すべき基本は，バイオMDDを発見する
ことに興味をもつ消費者のために踏み台の役割を演ずることだ。こうした企業
のみが健康，安全性，栄養および倫理の側面を独占的に実施しているわけでは
ない。また，流通企業はそのコンセプトを成功させうるために特別な努力をす
ることが不可欠なのだ。バイオ製品の消費の大衆化は，ハイパーマーケットや
スーパーマーケットでは既に何も産み出さないのである。同様に，ハイパーマー
ケットは，バイオMDDを販売促進するために採用すべき適切な戦略を的確に
解決・執行できないのだ（31）。
　要するに，ハーパーマーケットとスーパーマーケット企業は，バイオMDD
の市場占有率を過半数近くまで高めることを目標として，MDD市場に参入し
たのだ。この場合，これらの流通企業は，バイオと持続的成長を志向するコン
セプトから出発するのである。
　しかし，流通企業にとり消費者に手頃な価格で最大の製品選択を提供するこ
とが問題となっている。フランスの流通企業が販売するバイオ製品の 67 パー
セントが輸入品であり，それらはフランス国内で栽培しておらず，フランス製
は僅かである（32）。ここにもバイオMDDを開発・導入・販売に至る過程の危う
（29）　Buffard., op.cit., p.34.
（30）　Caussil., op.cit., p.30.
（31）　Jean-Noël Caussil,《Les grandes enseignes alimentaires veulent pousser leur 
avantage》, Libre Service Actualités, nº 2228, 17 mai 2012, p.42 et p.44.
（32）　Buffard.,op. cit., p.35.
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さが潜んでいることを再認識する必要がある。
３－２　オーシャンにおけるバイオMDDの現状
　オーションは，バイオMDDを供給する農業界と積極的に関係を維持するこ
とを決定する。その方法は以下のように提示される。先ず，農業界と共通目的
を保持することにより，同じコミューンの一員として認識しうるようになる。
生物の保全と環境を尊重しつつ，万人が手に取りやすいような製品供給を維持
して，食品の質と安全性を改善する。
　第二に，経営危機に陥らないように適正な補助を実施し，農業者と信頼関係
を持続的に築くことが不可欠である。
　第三に，物的流通資産が十分で，消費者が満足しうる品質・価格の均衡が可
能であるとき，地域とフランスに優先的に生活必需品供給を実行することが掲
げられる（33）。
　以上のような目標達成に向けて，オーシャンは行動を執った。2011年５月末，
きゆうり危機とその相場の暴落が発生した。この時，オーシャンはフランス産
品の注文を 100 パーセントの比率で維持し，生産に実質原価で援助することを
契約した。また活発なコミュニケーションで農業者を安心させるように導いた
結果，販売は８月から正常に戻った。長期のオーシャンと農業者が築いた信頼
関係により，一体となった方法がとれたのであった。
　ところで，オーシャンは 15 年以前からアヴェロンとセガラの飼育者 45 人と
パートナー関係を維持する。エコロジー的基準と社会的欲求を統合し，市場の
需要に適合させて，永続的管理方法を開発した。この方法は，持続的開発の方
法として知られるようになった。2012 年に，常に欲求にヨリ良く対応するた
めに，顧客の意見が製品開発に取り入れられた。製品にたいする趣味や注目点
を飼育者に伝達するために，10 人の顧客が選択された。彼らは農業者とオー
（33）　Auchan, Idées en action, idées au quotidien : Rapport développement durable Auchan 
France 2011~2012, 2012, p.19.
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シャン・チームの定期的作業に協力するであろう（34）。
　オーシャンは製品カテゴリー別にチームを創り，野菜・果実チームの「緑の
ファイル」の精緻化を実施した。この活動の原則は，利害関係者全体の制約と
欲求を経て，耕作から商業化までのプロダクト・ライフ・サイクル全体を考慮
に入れることである。また，これはバイオ製品の投資の強化，製品輸送の影響
を限定すること，エコロジーな条件の開発，地域製品の開発にも関係を保つの
である。そうしてオーシャンにより商業化された果実と野菜の 36 パーセント
が，販売される店舗の周辺で栽培されているのである（35）。
　食料品売場全体に関して，オーシャンのハイパーマーケット売場を供給する
地域農業者により実施された作業の質を評価するために，特別な価格公示がな
される。オーシャンの店舗は，出店地区の経済的発展に貢献しつつ，地域製品
に魅力を感じる消費者の欲求に対応しているのである（36）。
　次にオーシャンが目的としたことは，手頃で，均質で，良質の食品供給を
顧客に提案することである。ヨリ具体的には，少量のプレミアム価格製品を
2300 品目，プレミアム価格の果実・野菜を 21 品目を提示し，一部で販売して
いる節約製品を再び集めるセルフ・ディスカウント売場を設置した。また，店
舗は果実，野菜，肉，食品，冷凍食品を１ユーロ以下で品質の良い 400 品目以
上の製品を提案することであった（37）。
　ここで注目すべきことは，持続的生産方式である。オーシャンはフランスで
バイオ牛肉の最初の販売者であり，年間を通して１ユーロ以下で 50 店舗で平
均してバイオ製品を 1000 品目提案している。さらに，「ヨリ良く生きるために
ヨク栄養をとろう」プロジェクトにより，具体的に良い食品のために行動する。
悪い栄養習慣に直結した病理学増進対策を 2006 年に立ち上げた。これらには，
（34）　Ibid., p.20.
（35）　Ibid. 
（36）　Ibid.
（37）　Ibid., p.30.
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（1）塩，砂糖，脂肪を減らすために，オーシャン，リク・エ・ロクとプースプ
レミアム価格製品のリセットの再編，（2）果実，野菜，魚を規則的に増すこと，
（3）リク・エ・ロク・クラブにより６才から 10 才の子供を敏感にすること，（4）
オーシャンで配布しているＴＶエンヴィで良い食品情報行動を起すこと，が含
まれる（38）。
　2011 年，販売額の 23 パーセントがセルフサービスの食品販売額の 34 パー
セントを示すオーシャン銘柄製品で達成された。全国銘柄の同等品よりも平均
して 27 パーセント安い価格，および同等以下の品質水準で革新的な種類の製
品は，顧客の欲求全体を満足させた。
　オーシャンは，2011 年にグルテン排除の「ヨリ良く生きる」種を拡大した。
これはグルテンの認可に不安をもつ個人客の注目にたいして，大規模流通企業
により最初に投入された種類だった。「バイオ　ヨリ良く生きる」製品の供給は，
12 品目の新製品で強化された。１ユーロ以下の 50 種のバイオMDDは，2011
年で実施された原料相場の高騰にもかかわらず維持された。これらの製品は
オーシャンにおいてセルフサービスで販売されるバイオMDDの 13 パーセン
トを占める。全体として，オーシャンのバイオ市場は堅調な成長をしている。
バイオ農業の大量消費製品は，2011 年の販売額で 13 パーセントの増加を記録
し，2006 年以降，統計で 100 パーセントの増加となった（39）。
　このような売場の現在の供給と並行して，オーシャンはバイオMDDに関す
る増大しつつある顧客の苦情に対応しうるように，チームの教育を改善し続け
ているのである（40）。
　オーシャンの環境にたいする行動を眺めると，オーシャンは無包装のバイオ
MDDを 50 店舗で商業化した最初の大規模流通企業である。バイオMDDの
供給は，節約的かつエコロジーな側面を提案しつつ，消費者の期待に対応しう
（38）　Ibid.
（39）　Ibid.
（40）　Ibid.
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るのである。2011 年は，リク・エ・ロク・ビオが誕生し，これは６才から 10
才の子供を対象にし，飲料とクッキーの４種を販売する。さらに，2011 年 11
月にアイボリー・コーストのパートナーと共同で「バナナ　ヨリ良く生きる　
環境」のバイオMDDを投入した。バナナの生産，耕作，輸送を経た各段階は，
環境への影響を抑制すると考えられる（41）。
　最後に，オーシャンがバイオMDDに関して特に重視したのが，食品の安全
性である。オーシャンが食品の安全性で考慮したことは，以下のようなことで
ある。第一に，各食品供給者と食品の安全性の契約を締結することであった。
第二に，コールドチェーンと食品の新鮮政策の重視であり，第三は 25000 回
のバクテリア検査と 12500 回の適合検査を毎年実施すること，第四は HACCP
２タイプの品質基準の尊重，第五は適切な衛生検査に対する各協力者向けの教
育であった（42）。
　2010 年から 2011 年にかけてオーシャンが遂行した行動を簡単に眺めよう。
2010 年に，商業・流通企業連合は販売時点検査のリファレンスを精緻化し，
店舗の品質管理方法を評価できるようになった。オーシャンは，2011年１月に，
全店舗でこれを実施すると共に，検査は各四半期ごとに遂行される。この方法
の投入で，2011 年以降，監査が抜き打ち的になされた。検査を行なう独立研
究所は，各所で食品規制と食品の安全性，特にコールドチェーンの設備，生産
工程，食品衛生を検査した。これらの検査は，検査方針，工場内の定量的な生
産物評価，チームの教育水準，設備維持のような企業の品質管理政策に固有な
基準を補充するのである（43）。
　食品の安全性という視角から，オーシャンは殺虫剤にたいする行動を強化し
た。例えば，オーシャンは，製品への含有率を測定するために各国で導入した
分析結果を共有することで，ヨーロッパのオーシャングループの子会社と統合
（41）　Ibid., p.31.
（42）　Ibid., p.32.
（43）　Ibid.
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ヨーロッパ行動計画を立ち上げた。
　以上から明らかなように，オーシャンのバイオMDDを巡る一連の行動は，
基本的にマーケティング行動の領域範囲内で遂行しているということである。
バイオMDDの開発・流通・販売・消費において社会的責任を標榜したとしても，
マーケティング行動が貫徹しなければ意味がないと言える。バイオMDDがロ
スリーダーとして価格戦略で使用されていることは，このことを如実に物語っ
ているのである。
Ⅴ　結語
　通常MDDは，製造企業と大規模流通企業のパワー・バランスが変化し，大
規模流通企業がヨリ大きなパワーを掌握する場合に発生する。この通常MDD
からバイオMDDへの移行は，消費者の製品への安全性，健康，栄養，加工・
保存，エコロジーといった欲求の充足から発生する。このことに企業の社会的
責任の根源を見い出すことが可能である。確かにバイオMDDは消費者欲求を
反映し，それに基づいて製造されるであろうし，また製造企業のイノベーショ
ンにより創造されるであろう。
　しかし，バイオMDDは，企業のマーケティング行動の領域範囲内で製造・
流通・販売・消費活動を遂行するのである。バイオMDDのこのような諸活動
を介在しなければ，消費者満足は達成されない。企業の社会的責任行動は，か
ような諸活動を通して初めて実現されるのである。換言すると，企業のマーケ
ティング行動の達成あるいは成功が存在しなければ，企業の社会的責任行動は
その存在理由を喪失する。われわれはこのことを銘記すべきである。
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